2009道本部組織労働局発第294号
２００９年４月２３日

各　地方本部、単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部
執行委員長　　三浦　正道
（ 賃 金 労 働 部 ）

昨日（４月２２日）開催した第４回拡大闘争委員会において、夏季一時金を取り巻く情勢が急変しましたので、以下のとおり、方針を補強することとします。なお、人事院の臨時勧告が５月連休を挟んで出される情勢となっていますので、勧告が出た場合の闘争方針については、別途、提起することとします。
夏季一時金の臨時調査に対する取り組みについて（２）
衆議院総務委員会・人事院総裁答弁により、急遽、人事院の作業スケジュール早まる
北海道人事委員会、臨時調査に踏み込む判断を下す              
１　若干の経過と情勢

（１）衆議院総務委員会答弁で人事院の作業日程、１週間ほど早まる

４月７日に人事院が夏季一時金の臨時調査を行うことを表明して以降、自治労道本部は公務員連絡会に結集し、当面して人事院総裁への大型はがき行動を展開、臨時的な調査に反対するとともに、その調査を踏まえた勧告を行わせないよう全力をあげているところです。
しかし、４月１４日に開催された衆議院総務委員会において、自民党の葉梨議員（与党公務員給与ＰＴ代表）の質問に対して、谷人事院総裁が「調査が終了次第、その結果を見て必要な判断を行う所存」と答弁、これを受けて急遽、人事院内部の作業が早まったことから、中央段階では、公務員連絡会及び自治労本部の情勢認識・対応が大きく変化してきています。
当初は５月連休明けが大きな山場と見られていましたが、約１週間程度早まる動きとなっていることが明らかとなりました。

従って、公務員連絡会・自治労本部は、人事院の対応が、強い反対を押し切って実施している「臨時調査」が極めて不十分なもの（回答率は20％から30％程度）であるにも拘らず、与党（自民党・公明党）からの政治的な圧力を受けて、相当額の「減額」勧告実施に傾いているという状況を踏まえ、大型連休に前後して、いつ勧告が出されてもおかしくない情勢にあるとの認識に立っています。

（２）札幌市人事委員会、当面して調査見送り、一方、北海道は総務省の要請に屈し調査実施

一方、人事委員会が設置されている札幌市や北海道の動きですが、札幌市人事委員会においては、夏季一時金の支給日が全国一早い６月８日（基準日は６月１日）となっていることから、簡便な調査を行うにしても物理的に不可能との判断の下、臨時調査自体は行わない方向となっています。
しかし、北海道人事委員会においては、総務省の「助言」をまともに受けた形で臨時調査に踏み切るとの判断を４月１６日に開催した人事委員会で行いました。その内容は、約400社を対象に、４月１７日から２８日の１２日間で実施し、手法は郵送調査によるとしています。こうした、道人事委員会の判断に対し、地公三者共闘会議は厳しく抗議を申し入れるとともに調査を実施しないよう求めてきましたが平行線となっているため、今後は、調査結果を踏まえての勧告をさせないことを最重点に対策を強めることとしています。
当面して、４月２２日午後４時から地公三者共闘会議と道人事委員会との交渉が設定されました。
（３）大型はがき行動の前倒し、４月２８日に中央行動

以上のような、中央段階、北海道段階の情勢を受け、公務員連絡会が既に提起している「はがき行動」や人事院に対する「要請行動（中央動員）」等については、取り組み期間を４月一杯に早めることとなりました。
自治労道本部では、４月２２日に緊急で拡大闘争委員会を招集、情勢の意思統一を図るとともに、「大型はがき行動」の取り組み期限の前倒しや道人事委員会への対策強化など、以下のとおり、取り組みを追加することとしました。
　なお、人事院の臨時勧告等が避けられない場合の対応は別紙のとおりとします。
（４）連合調査、一時金年間0.62月、夏季のみ0.18月減で集計
連合本部の４月20日現在の集計によると、09春闘の回答状況は、一時金に限ると年間0.62月、夏季のみ0.18月の減少と集約されています。さらに同一組合の集計では年間0.88月、夏季0.35月の減少とするデータも示されており、今後、中小民間の動向にも左右されますが、こうした減少傾向は急激に改善されるとは考えにくい情勢であると認識しておく必要があります。とはいえ、人事院がその任務を放棄して、政治的圧力に屈して一時金を削減することだけを勧告することには断固として認めることはできません。
２　当面する具体的取り組み

（１）人事院への対策の強化
５月上旬に予定していた人事院総裁と委員長クラスの交渉が早まることから、これに合わせ、中央行動は４月２８日（火）に東京都で行われることとなりました。道本部としても最大限結集することとします。
○夏季一時金臨時調査に基づく削減勧告反対4.28中央行動（概要）

日　　時　　　４月２８日（火）　１３時３０分～１５時３０分
集会場所　　　社会文化会館ホール（交渉支援は人事院前）
主　　催　　　公務員連絡会
参　　加　　　全体で５００人規模（内自治労１７５人） 
行動目標　　　一時金臨時調査に基づく削減勧告を行わせないこと
　　    ※　北海道本部に２名の動員要請がありましたので、基本的に道本部（札幌圏）対応とします。

（２）大型はがき行動の取り組みについて

すでに実施中の大型はがき行動については、中央段階の情勢を踏まえて、取り組み期限を前倒しし、４月３０日（木）までに人事院総裁に届くよう、４月２４日（金）までに集約された分の「はがき」を同日中に投函することとします。
その後に集約されたものは、その都度送付することとします。

（３）人事院が勧告を強行した場合の抗議行動

仮に人事院が臨時勧告を強行した場合は、全単組・総支部から、抗議打電（レタックス）を人事院総裁に集中することとします。

　　＜宛先＞
　　  　100-8913　東京都千代田区霞ヶ関１－２－３

　　　      　　　　人事院総裁　谷　　公　士　あて
　　＜文例＞
　　・不当な臨時調査に基づく、一方的な一時金の引き下げ勧告の強行に強く抗議する。

　　・「政治」や政府の圧力に屈し、いかようにも人勧制度を動かせるという実績を作ったことは、もはや、第３者独立専門機関としての存在意義を自ら否定したに等しい。労働基本権を公務員労働者へ即刻付与し、人事院は解散せよ。
　　など、後ほどの「解説」で示している内容なども参考にして取り組んで下さい。
（４）道市町村課などの対応について

一方、道市町村課に対して道本部としては、公務員連絡会が全人連に対して提出した「無理な日程での作業の強要などは行わないこと」などの要求内容を参考に項目を整理し、要請行動を行います。また、町村会・市長会に対しても必要に応じて要請行動を取り組みます。
なお、調査結果に基づく臨時勧告が出された場合は、各市町村、及び支庁に対して臨時議会を開催しない等の要求をしていくこととします。
＜解説＞

臨時調査に基づく勧告の不当性について

例年、人事院が実施している民間の特別給（夏・冬のボーナス等）の調査は、例月給の調査対象となった企業（企業規模50人以上かつ事業所規模50人以上）に対して、前年の８月から当年の７月までに実際に支給された金額と事業所における平均給料月額を調査するもので、今回のような、引き下げ率（月数）だけを集約するものではない。
また、調査に対して現時点で回答可能なものは、春闘期の妥結・回答状況であり、労働組合がある企業中心、組合員だけの集計数値が多く、本来の５月から行う民調による支給実態の調査と異なり、全体の支給月数の増減率を把握するには、科学的な信頼性に著しく欠けるもの。

しかも、通常期の調査であれば、母集団とする約52,500社の内、約11,000社を対象に面接調査しているのに対して、今回は約2,700社に対して、郵送調査による集計を行うとしている。例年調査の場合、面接調査であっても約10,000社弱の集計結果が得られ、それらのデータ（総実支給額と平均例月給与額）を元に、事業所毎の平均支給月数を算定し、統計処理を行うことによって、一時金の官民較差を算出しているところ。
今回の調査は、対象とした2,700社の内、調査に応える企業はどれくらいあるのか不透明なこと、また、人事院内部の予想としては、２割～３割（せいぜい800社程度）の回答といわれる中で、このような調査から得られたデータを元にした勧告が本当にできるのかということ。
一時金の官民比較方法は例月給与とは異なり、職種・学歴・階級・年齢別のラス比較を行わず、総額比較を行っていること自体に対して、自治労・公務員連絡会は、例月給与と同様に比較すべきと主張しているところ。今回調査は、今後支給されるであろう一時金の推計に過ぎず、これまでの調査の考え方とは性質を異にするものであり、まさしく「減額」を行うための作業と言え、本末転倒である。
人事院が過去事例として持ち出している1974年の「特例勧告により４月に期末0.3月支給」という事例は、当時74年４月の消費者物価指数が73年４月比24.9％の上昇という急激なインフレ状況にあり、公務員の生活に深刻な影響を与えていたことから臨時調査を行い勧告を行ったという経過であり、今回の臨時調査の趣旨とは明らかに異なる。
消費者物価指数は08年２月比横ばいであり、74年の事例をもって臨時調査を行うとするのは、当時とは社会一般の情勢が大きく異なっており、判断基準とはなりえない。
今回は逆に一時金を「減額」するというケースであるが、①一時金の調査の方法上、１年遅れで反映していたものを、昨年の冬・今年の夏と集計することで、事実上の半年遅れとなっていること、②2008年までの景気拡大の局面において、事業所規模の100人以上を50人以上とすること等により、公務員にとっては一時金の引き上げ効果は0.1月だけで、しかも、その原資は全て勤勉手当に配分（成績主義に伴う配分原資）されていることなど、公務員労働者総体への引き上げに伴う影響はほとんどなく、今回のような夏季一時金についての臨時調査は全く必要性がなく、例年どおり５月上旬から始まる職種別実態調査で対応すべきである。
【参　考】

	国家公務員法第28条（情勢適応の原則） 

この法律に基いて定められる給与、勤務時間その他勤務条件に関する基礎事項は、国会により社会一般の情勢に適応するように、随時これを変更することができる。その変更に関しては、人事院においてこれを勧告することを怠つてはならない。

地方公務員法第14条（情勢適応の原則） 

地方公共団体は、この法律に基いて定められた給与、勤務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応するように、随時、適当な措置を講じなければならない。 

２　人事委員会は、随時、前項の規定により講ずべき措置について地方公共団体の議会及び長に勧告することができる。


PAGE  
- 1 -

